













































































































































































































































継続的雇用型 定年期転職型 出向・斡旋型 合計
60～64歳の間 24.4％ 17.0％ 23.0％ 21.7％
65～69歳の間 47.6％ 45.8％ 54.7％ 48.1％
70～74歳の間 14.7％ 22.7％ 9.9％ 16.6％
75～79歳の間 3.4％ 4.2％ 4.3％ 3.9％
80歳以上 3.6％ 3.9％ 4.3％ 3.9％
わからない 6.3％ 6.4％ 3.7％ 5.9％
計 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
(件数） (496) (330) (161) (987)




































継続的雇用型 定年期転職型 出向・斡旋型 合計
［現職の属性］
製造業の割合 34.1％ 17.6％ 29.2％ 27.8％
従業員規模平均値：人 1,783.5 945.9 1,139.1 1,402.2
職位ランクスコア平均値 2.19 1.96 3.43 2.32
［現在の住まい］
うち























現在の生活のため 77.8％ 68.5％ 77.0％ 74.6％
老後の生活に備えるため 54.6％ 45.2％ 53.4％ 51.3％
小遣いがほしいから 18.1％ 26.7％ 15.5％ 20.6％
健康のため 32.5％ 37.3％ 41.0％ 35.5％
仕事を通じて，社会貢献したいから 15.7％ 20.3％ 23.0％ 18.4％
社会とのつながりを維持したいから 26.2％ 29.7％ 37.9％ 29.3％
今の仕事が好きだから 19.0％ 12.4％ 11.8％ 15.6％
自分の経験や能力を発揮したいから 25.8％ 23.0％ 27.3％ 25.1％
会社から働いてほしいと頼まれていたから 25.8％ 15.5％ 23.6％ 22.0％
所属先や肩書きがなくなると寂しいから 2.0％ 1.2％ 3.7％ 2.0％
家にいても仕方がないから 22.0％ 20.0％ 19.9％ 21.0％
その他 0.4％ 1.2％ 0.0％ 0.6％





















































重要性 0.0485 －0.0981 0.0518
裁量性 0.0336 －0.1037 0.1091
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い人ほど，より高齢期まで働くことを志向することがわかる。
その経済的ニーズの代わりに，「仕事特性」と「仕事に関する考え方」と
いう「仕事に関わる質的変数」を投入したものがモデル③である。新しく投
入した変数の中では，仕事特性の「重要性」が正で有意である。重要な仕事
を担っているという意識が，希望就業上限年齢を高めるように作用している
ことがわかる。しかし，これ以外の新たに投入した変数は有意ではない。こ
のような形で計測すると，「仕事に対する考え方」は希望就業上限年齢に影
響を与えないことを示している。むしろここでは，「職位ランクスコア」が
10％水準ながら負で有意なことに目が留まる。ここでは経済的ニーズを示す
変数が投入されていないので，年収の低さにつながりやすい「職位ランク」
の負（－）の影響が現れていることを示しているように思われる。
これらの全ての変数を投入した結果が，モデル④である。ここでは多くの
変数が有意になっている。経済的ニーズを示す2つの変数の影響は，モデル
②と同じである。しかし，「仕事に対する考え方」として投入した4つの
「働く理由」の項目のうち3つが，10％水準ではあるが正で有意である。「家
にいても仕方ない」から働いているのではなく，「経験や能力を発揮したい」
から，「社会とのつながりを維持したい」から，あるいは「健康のため」だ
からという，積極的な理由で現在働いている人が，より長く働こうとしてい
ることが確認できる。「仕事に対する考え方」は希望就業上限年齢に影響を
及ぼすと言える。
なおここで興味深いのは，モデル③では有意とならなかった「仕事に対す
る考え方」の変数が，モデル④では有意となっていることである。このこと
は，「仕事に対する考え方」はそれだけでは希望就業上限年齢を高めないが，
経済的ニーズをコントロールすると，その上限年齢を高める作用があること
を示している。
政経論叢 第86巻第5・6号
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5．おわりに
高齢期の就業の必要性が指摘されることが多くなってきている。しかし，
就業を高めるためには，当の高齢者がそれを望んでいることが必要である。
望んでいないのに就業せざるを得なくなるのは，不幸なことだからである。
本稿では，就業意欲を見るために，何歳くらいまでの就業を希望するかと
いう「希望就業上限年齢」に着目し，60歳代前半層の就業者に対する質問
紙調査のデータを分析した。その結果，希望就業上限年齢の平均は概ね68
歳であるが，70歳以上の人も約1／4を占めることがわかった。そこで次に
この年齢が何によって決まるかを，先行研究を踏まえ分析した。その結果，
「収入の必要度」や「住宅保有状況」などからなる「経済的ニーズ」と，「仕
事特性」と「仕事に対する考え方」からなる「仕事に関する質的変数」が共
に影響することが明らかになった。ただし，「経済的ニーズ」はそれのみで
あっても影響を及ぼすが，「仕事に関する質的変数」は「経済的ニーズ」の
作用を考慮した場合のみ影響を及ぼすことがわかった。
ここで，「仕事に関する質的変数」が影響を及ぼすことは朗報である。仕
事を通じて自らの能力や経験を発揮でき，社会とのつながりが維持できると
いう就業の優れた側面が，希望就業上限年齢の上昇につながるからである。
しかし同時に，「経済的ニーズ」がより強力に希望就業上限年齢の上昇に作
用していることから，この年齢の高まり，すなわち就業意欲の向上が手放し
で喜べないことを示している。しかも，今後の変化を展望すれば年金給付が
改善することは考えにくく，むしろ悪化する可能性が高い。つまり「経済的
ニーズ」が強まることが想定される。それゆえ，これからはむしろ「仕事に
関する質的変数」が同時に作用するようにすることが必要である。なぜなら，
「経済的ニーズ」だけによる就業意欲の向上は，生活を維持するために働か
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ざるを得ない高齢者を増加させることを意味し，望ましいことではないから
である。
「より長く生き，より長く働く」社会をより良い状態にするためには，「仕
事に関する質的変数」の作用を通じ，就業の優れた側面を達成できるように
することが必要である。そのために本稿の分析結果からは，高齢者自身が，
より重要な仕事を担っていて，仕事を通じて，自らの経験や能力が発揮でき，
社会とのつながりが維持できているという意識を抱けるようになることが必
要と指摘できる。高齢化がさらに進むこれからこそ，より求められる対策で
ある。
（1） 就業意欲喪失仮説や就業機会仮説と呼ばれている行動パターンである。これ
らについては，永野（2017）で簡潔に説明されている。
（2） この5カ国としたのは，多様な国をとり上げたかったからであるが，同時に，
後述の「望ましい引退年齢」の調査対象国と同じ国にしたかったことがある。
（3）「望ましい引退年齢」は，本稿の「希望就業上限年齢」と実質的には同義で
あるが，質問の仕方が異なるので，ここでは調査者の用語をそのまま用いてい
る。なおこの調査の最近年のものは2015年だが，そこではこの設問がないの
で，それがある最近年の2010年の結果を用いる。
（4） これらの結果は，浦川（2013）の計測結果から読み取れるもので，浦川
（2013）がそれを全て指摘しているわけではない。
（5） この調査の対象や方法，およびその調査データの分析結果は，永野（近刊）
を参照されたい。なお，987件の性別構成は男性が85.7％を占め，平均年齢は
61.8歳であった。
（6）「60～64歳の間」という回答者に関しては，現在の年齢が61歳以下の場合
は62歳，62歳以上の場合は64歳を代入している。それ以外の回答の代入値
は，「65～69歳の間」が67歳，「70～74歳の間」が72歳，「75～79歳の間」
が77歳，そして「80歳以上」が83歳である。
（7） このような詳細な分析は，永野（近刊）を参照されたい。
（8） ここで，「家にいても仕方ないから」より，わずかではあるが回答の多い
「会社から働いてほしいと頼まれたから」を加えていないのは，その項目は
政経論叢 第86巻第5・6号
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《注》
「定年期転職型」で少なくなるバイアスがある項目と考えたからである。
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